経営革新計画に係る承認申請書各様式の作成について

経営革新計画に係る承認申請書には、次の５つの事項が記載されている必要があります。

①　経営革新の目標 

②　経営革新による経営の向上の程度を示す指標 

③　経営革新の内容及び実施時期 

④　経営革新を実施するために必要な資金の額及びその調達方法 
⑤　組合等が経営革新に係る試験研究のための費用に充てるためその構成員に対し負担金の賦課をしようとする場合にあっては、その賦課の基準
申請書には、これらについて次の１～５と、記載例を参考にご記載ください。

１　経営革新の目標（①）
別表１の該当する欄にご記載ください。
２　経営革新による経営の向上の程度を示す指標（②）
経営の向上の程度を示す指標には、「付加価値額」「一人当たりの付加価値額」「給与支給総額」を用います。

別表３に記載した内容をもとに、別表１の該当する欄にご記載ください（それぞれの算出方法は３（３）を参照）。

３　経営革新の内容及び実施時期（③）

経営革新を実施するために必要な資金の額及びその調達方法（④）
別表１、別表２、別表３、別表４に、経営革新のために行う新事業活動の内容や、具体的な実施計画、経営計画をご記載ください。

（１）別表１

記載例を参考に、経営革新の実施に係る内容欄へ、現状と経営課題、経営革新の具体的内容（既存事業との相違点、経営戦略における位置づけ等）をご記載ください。

計画期間については、付加価値額の目標伸び率の下に始期と終期をご記載ください。

（２）別表２

経営革新のために行う具体的な取り組みについて、いつ、何を実施するのか、またそれを、いつ、どのように評価するのかを具体的にご記載ください。
・　番号　　：　１、１－１、１－１－１、１－２、２、２－２・・・というように、実施項目を関連付けて記載します。
・　実施項目：　何を行うのかを簡潔にご記載ください。
・　評価基準：　できるだけ定量化した基準を設定してください。定量化できないものについてのみ定性的な基準を設定してください。
・　評価頻度：　自社で計画の進捗状況を評価する頻度又は時期をご記載ください。（毎日、毎週、毎月、隔月、半年、１年、半年後、1年後、四半期毎・・・など）
・　実施時期：　実施項目を開始する時期を４半期単位で記載します。１－１は計画１年目の第１四半期、３－４は計画３年目の第４四半期を示します。

・　実績欄　：申請段階ではご記載不要です。（「５　その他」を参照）
（３）別表３

２年前から計画終了年度までの経営計画・資金計画をご記載ください。

この際、決算書類を提出できる最新の決算期を直近期としてください。
２年前から直近期末の実績は、直近３期分の決算書からご記載ください（創業３年未満の場合は記載できる範囲で結構です）。

決算書の金額を千円単位にする際には、千円未満を四捨五入してください。

その他、次の点にご注意ください。

ア　①売上高～⑥営業外費用

損益計算書に記載される該当項目を、千円未満を四捨五入して転記してください。

ただし、③売上総利益（①売上高－②売上総利益）については、別表３に記載した額から計算してご記載ください。
イ　⑦経常利益

別表３に記載した⑤営業利益－⑥営業外費用により算出してください。

本制度では、経常利益に営業外収益は含みません。⑥営業外費用には、単純に損益計算書の営業外費用合計額を記載してください。
　　　ウ　⑧給与支給総額
　　　　役員並びに従業員に支払う給料、賃金及び賞与のほか、給与所得とされる手当（残業手当、休日出勤手当、家族（扶養）手当、住宅手当等）を含み、給与所得とされない手当（退職手当等）及び福利厚生費は含まない）を用いること。
エ　⑨人件費
　以下の各項目の全てを含んだ総額とすること。ただし、これらの算出ができない場合においては、平均給与に従業員数を掛けることによって算出すること。
　　　・売上原価に含まれる労務費（福利厚生、退職金等を含んだもの）
　　　・一般管理費に含まれる役員給与、従業員給与、賞与及び賞与引当金繰入れ、福利厚生費、退職金及び退職給与引当金繰入れ
　　　・派遣労働者、短時間労働者の給与を外注費で処理した場合の当該費用
オ　⑩設備投資額
直近期末までは、各年度の実績を記載してください。

計画１年目以降については、別表４に記載する経営革新計画にかかる設備投資額と、既存事業で行う予定の設備投資額との合計をご記載ください。

カ　⑪運転資金
直近期末までは、各年度の実績を記載してください。

計画１年目以降については、別表４に記載する経営革新計画で必要となる運転資金と、既存事業で必要となる運転資金との合計をご記載ください。

キ　⑫減価償却費

売上原価の明細、製造原価の明細、販売費及び一般管理費の内訳書などから、以下の項目を含む総額を積算し、千円未満を四捨五入してご記載ください。

・　減価償却費（繰延資産の償却額を含む。）
・　リース・レンタル費用（損金算入されるもの）
※　積算した項目が記載されている決算書類を申請書に添付してください。

ク　⑬付加価値額

別表３に記載した⑤営業利益＋⑨人件費＋⑫減価償却費の合計としてください。
ケ　⑭従業員数

派遣労働者や短時間労働者にかかる経費を人件費に算入した場合は、従業員数にも派遣労働者や短期労働者を加える必要があります。この際、派遣労働者や短時間労働者については、勤務時間によって人数のカウントを調整してください（少数点以下第１位まで記載できます）。

コ　⑮一人当たりの付加価値額

付加価値額÷従業員数としてください（千円未満を四捨五入）。

サ　⑯資金調達額
１年後以降について、⑩設備投資額と⑪運転資金をどのように調達するのかをご記載ください（合計欄は⑩設備投資額と⑪運転資金の合計と同額となります）。

この際、「その他」の方法で資金調達する場合は、具体的な方法を欄外に記載してください。
（４）別表４
経営革新計画にかかる設備投資計画と運転資金計画についてご記載ください（別表３には経営革新計画分と既存事業分との合計を記載しますが、別表４では既存事業分は記載不要です）。

設備投資計画では、導入年度の順に、導入する機械装置の名称、導入年度（決算期の始期年）、単価、数量、合計金額をご記載ください。

運転資金計画では、必要となる年度（決算期の始期年）、金額をご記載ください。

４　組合等が経営革新にかかる試験研究のための費用に充てるためその構成員に対し負担金を賦課しようとする場合にあっては、その賦課の基準（⑤）

組合による申請の場合に、別表５にご記載ください。賦課の基準については、生産数量（金額）、従業員数、出資金等具体的な記載が必要です。
５　その他

○　別表１の「申請者名・資本金・業種」欄の業種は日本標準産業分類の小分類をご記載ください。
○　別表１の「実施体制」欄は、経営革新を大学・公設試験研究機関・他の企業などと連携して行う場合には、その連携先と連携内容についてご記載ください。
○　別表２の実績欄は、経営革新計画の実施段階で計画の実施状況を把握することを容易にするためのもので、申請の段階で記載する必要はありませんが、計画の進捗に応じ以下のとおりご記載ください。

・　実施状況　◎計画どおり実行できた。○ほぼ計画どおり実行できた。△実行したが不十分だった。×ほとんど実行できなかった。
・　効　　果　◎効果が十分上がった。○ほぼ予定の効果が得られた。△少し効果があった。

×ほとんど効果がなかった。
・　対　　策　実施状況に応じて、追加対策を実施することとした場合は、追加した実施項目を別表２にご記載ください。

○　経営革新計画を共同で実施、作成する場合、別表３及び別表４については、参加する特定事業者毎にご記載ください。

またこの場合、様式第９の申請者の名称、代表者の氏名の欄には、当該計画の代表者の名称（企業名等）と、その代表者の役職・氏名を記載し、代表者以外の経営革新計画参加企業については、申請書の余白に企業名と、代表者の役職・氏名をご記載ください。
様式第９
経営革新計画に係る承認申請書

令和○○年××月△△日　
山梨県知事　殿

住所　　甲府市丸の内１丁目６－１
名称及び　　株式会社　Ａ社
代表者の氏名　　代表取締役　山梨　太郎
　中小企業等経営強化法第１４条第１項の規定に基づき、別紙の計画について承認を受けたいので申請します。

（備考）
  用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。
（別表１）

経営革新計画

	申請者名・資本金・業種

	申請者名：株式会社Ａ社
資 本 金：○○，０００千円
	業　　種：○○業（※日本標準産業分類の小分類）
法人番号：○○○○○

	実施体制

	＊　社内での実施体制（誰が、どのような体制で取り組むのか）について簡潔にご記載ください。
＊　他社や大学公的研究機関等との連携を計画している場合には、その体制について簡潔にご記載ください。

	新事業活動の類型
	経営革新の目標

	計画の対象となる類型全てに丸印を付ける。


１．新商品の開発又は生産

２．新役務の開発又は提供

３．商品の新たな生産又は販売の方式の導入

４．役務の新たな提供の方式の導入
５．技術に関する研究開発及びその成果の利用
６．その他の新たな事業活動
	経営革新計画のテーマ：○○○○に優れた××××商品の開発及び商品の広域販売の展開
＊「経営革新のテーマ」では経営革新計画で行う「新しい事業活動」を簡潔に表現してください（上記は記載例）。
＊その上で、この欄には経営革新計画の要点について簡潔にご記載ください。
←経営革新計画で行う新事業活動の類型について、該当するものに○を付けてください（複数選択可）。

	計画期間又は事業期間：令和３年４月　～　令和６年３月

	研究開発期間：　年　月　～　年　月
＊「５．技術に関する研究開発及びその成果の利用」を選択した場合記載する。
	事業期間：令和３年４月　～　令和６年３月


	経営革新の実施に係る内容

	１．当社の現状と経営課題
既存事業の状況について、その概要や環境などの詳しいご説明については「申請者および事業に関する概要説明書」「最近2期間の営業報告書又は事業報告書」に記載し、ここには事業の特徴や、「何をどこへ売っているか」などの基本的事項、自社が抱える経営課題、その他、経営革新計画の説明に必要な要点を簡潔にご記載ください。
２．経営革新の具体的内容（既存事業との相違点、経営戦略における位置付け等）
経営革新計画の内容と、既存事業との相違点を具体的にご説明ください。

以下に項目を例示しますので、これを参考に簡潔にご記載ください（別表１全体で多くても３ページ以内を目安）。

【説明項目の例示】

○　経営革新に取り組む理由や経緯

既存事業の状況を踏まえ、なぜ経営革新に取り組むのかなどのご説明。

○　経営革新計画の内容

経営革新計画でどのような事業活動を行なうのかについてのご説明。

以下の項目を参考に必要なものを絞り込み、簡潔にご記載ください。

・　新しい事業活動の具体的な内容。

・　新しい事業活動と自社または他社の既存の事業との相違点。

・　顧客のニーズをどのように把握しているか。

・　販路や営業活動などにどう取り組むのか（なぜ・いつ・誰に対し・どのように）。

・　事業実施計画（別表２）の主なる部分のご説明（なぜ・いつ・何をするのか）。

・　別表３に記載した売上高をどのように見積もっているのか。

・　経費をどのように見込んでいるのか。

・　人員体制（現状からどう変えるのか）。

・　必要な設備とその導入方法。

・　必要な許認可や免許、また、法律上クリアしなければならない要件と、その対応。

･･･など

○　経営革新計画の実施により目指す成果

経営革新計画で目指す成果についてのご説明。

※　欄内で図画や写真などを使用することも可能です（添付資料としてのご提出も可能）。

※　売り上げ計画、経費の見込み、計画の細かい部分など、詳細な説明が必要となる場合には、別紙として添付資料をご提出ください（様式自由）。



	経営の向上の程度を

示す指標
	現　　状（千円）
別表３の直近期末から転記
	計画終了時の目標伸び率（％）
（事業期間終了時点）

	１
	付加価値額
	６２３，８２４
	２８．１％
（３年４月～６年３月（事業期間３年））

	２
	一人当たりの

付加価値額
	５，４２５
	３０．３％

	３
	給与支給総額
	４７９，６２６
	５．０％



（別表２）

実施計画と実績（実績欄は申請段階では記載する必要はない。）
	番号
	計　　　　画
	実　　　　績

	
	実　施　項　目
	評価基準
	評価

頻度
	実施

時期
	実施

状況
	効果
	対策

	１
	安全で効率的な生産方式の開発
	
	
	
	
	
	

	１－１
	○○部分の安全な△△方法の開発
	製造原価
	１年
	１－３
	
	
	

	１－２
	効率的な○○××装置の開発
	製造原価
	１年
	２－１
	
	
	

	２
	○○商品の新規開拓営業体制の確立
	
	
	
	
	
	

	２－１
	マネージャーと担当営業の２名専任体制の確立
	○○商品
の売上

	毎週
	２－２
	
	
	

	２－２
	○○商品を切り口に新規開拓した顧客に対する他の印刷物提案営業活動。
	新規顧客
の売上

	毎月
	２－４
	
	
	

	３
	次期バージョンの新○○商品の開発
	
	
	
	
	
	

	３－１
	○○××装置の開発
	製造原価
	１年
	３－２
	
	
	

	３－２
	○○××装置を利用した○×商品の新規

	○×商品の売上
	毎週
	３－３
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


（別表３）
経営計画及び資金計画
参加特定事業者名　株式会社Ａ社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　千円）
	　
	２年前
	１年前
	直近期末
	１年後
	２年後
	３年後

	
	（３０年度）
	（３１年度）
	（２年度）
	（３年度）
	（４年度）
	（５年度）

	
	（３０年４月期）
	（３１年４月期）
	（２年４月期）
	（３年４月期）
	（４年４月期）
	（５年４月期）

	
	～
	～
	～
	～
	～
	～

	
	(３１年３月期)
	(２年３月期)
	(３年４月期)
	(４年３月期)
	(５年３月期)
	(６年３月期)

	①売上高
	2,444,210　
	2,570,009　
	2,412,047　
	　2,500,000
	3,000,000　
	3,350,000　

	（内新規事業分）
	
	
	
	(100,000)　
	(500,000)　
	(850,000)　

	②売上原価
	1,903,218　
	1,924,208　
	1,837,606　
	1,940,000　
	2,250,000　
	2,500,000　

	（内新規事業分）
	
	
	
	(80,000)　
	(300,000)　
	(550,000)　

	③売上総利益（①－②）
	540,992 
	645,801 
	574,441 
	560,000 
	750,000 
	850,000 

	（内新規事業分）
	
	
	
	(20,000)
	(200,000)
	(300,000)

	④販売費及び
　一般管理費
	515,141　
	518,730　
	504,371　
	505,000　
	600,000　
	650,000　

	（内新規事業分）
	
	
	
	    (10,000)
	　  (150,000)
	　  (200,000)

	⑤営業利益
	25,851 
	127,071 
	70,070 
	55,000 
	150,000 
	200,000 

	（内新規事業分）
	
	
	
	(10,000)
	(50,000)
	(100,000)

	⑥営業外費用
	1,367　
	4,987　
	3,788　
	2,500　
	6,800　
	8,200　

	（内新規事業分）
	
	
	
	(1,000)　
	(3,000)　
	(5,000)　

	⑦経常利益（⑤－⑥）
	24,484 
	122,084 
	66,282 
	52,500 
	143,200 
	191,800 

	（内新規事業分）
	
	
	
	(9,000)
	(47,000)
	(95,000)

	⑧給与支給総額
	523,070 
	506,830 
	479,626 
	486,400 
	494,950 
	503,500 

	⑨人件費
	550,600　
	533,506　
	504,870　
	512,000　
	521,000　
	530,000　

	⑩設備投資額
	38,743　
	26,202　
	3,452　
	160,000　
	25,000　
	40,000　

	⑪運転資金
	6,287　
	6,222　
	4,998　
	8,000　
	9,000　
	16,000　

	　
	普通償却額
	60,904　
	53,247　
	37,379　
	52,000　
	56,000　
	66,500　

	
	特別償却額
	　
	5,250　
	11,505　
	23,000　
	13,000　
	2,500　

	⑫減価償却費
	60,904 
	58,497 
	48,884 
	75,000 
	69,000 
	69,000 

	⑬付加価値額
　（⑤＋⑨＋⑫）
	637,355 
	719,074 
	623,824 
	642,000 
	740,000 
	799,000 

	⑭従業員数
	123　
	115　
	115　
	113　
	113　
	113　

	⑮一人当たりの付加価値額(⑬÷⑭)
	5,182
	6,253
	5,425
	    5,681
	6,548
	7,070

	⑯資金調達額（⑩＋⑪）
	政府系金融機関借入
	－
	－
	－
	150,000　
	　
	50,000　

	
	民間金融機関借入
	－
	－
	－
	　
	30,000　
	　

	
	自己資金
	－
	－
	－
	18,000　
	4,000　
	6,000　

	
	その他
	－
	－
	－
	　
	　
	　

	
	合　計
	－
	－
	－
	168,000 
	34,000 
	56,000 


（各種指標の算出式）
「給与支給総額」：給料＋賃金＋賞与＋各種手当
「付加価値額」：営業利益＋人件費＋減価償却費

「一人当たりの付加価値額」：付加価値額÷従業員数

「経常利益」：営業利益－営業外費用（支払利息、新株発行費等）
「営業利益」：売上総利益（売上高－売上原価）－販売費及び一般管理費
（付加価値額等の算出方法）
人数、人件費に短時間労働者、派遣労働者に対する費用を参入しましたか。（はい・いいえ）

減価償却費にリース費用を参入しましたか。（はい・いいえ）＊原則として参入してください。
従業員数について就業時間による調整を行いましたか。（はい・いいえ）

（別表３ 添付資料）

経営計画及び資金計画の算定の考え方について

１　①売上高の算出

　　新事業の売上高について、算出根拠（単価、数量等）の考え方を年度別に記載してください。なお、新製品やサービスの特長、競合他社との差別化・競争優位性、ターゲットとする市場や取引先からの具体的なニーズ、自社の生産や販売の体制等の視点から記載してください。

　

当社は２０～３０代のファミリー層をターゲットとして商品Ａ（店頭小売価格ＷＷ円）を製造、販売している。昨年、大手メーカーが販売した、当社の商品Ａに類似した商品○○（店頭小売価格●●円）がヒットしたため、価格競争力で劣る商品Ａの販売数は減少傾向にある。

そこで、山梨県の地域資源Ｃを利用して、消費者にその付加価値を訴求する商品Ｂを開発した。原価は、新たにＣを利用することによりＸＸ円程度増加するが、その他の原材料の一部を変更し、原価率は１５％の増加に抑えることができる見込みである。

ＢはＡとは異なり、その付加価値を強く訴求する商品であるため、小売価格をＹＹ円と設定する。この試作品をＡの販売先である県内小売店１０社に評価していただいたところ、「高い品質を求める顧客からのニーズが十分あると考えられ、ＹＹ円でも適当であるので取り扱いたい」という反応を多くいただいた。さらに、既存商品Ａ及び大手メーカー○○とは異なる、高付加価値の商品を求める購買層を新たなターゲットとするため、従来の小売店に加えて、こだわりの商品を扱うサイトに出品し、販売することとした。

販売数量は、１年目はテスト販売や展示会出展等を行い、商品の市場認知度向上に注力するため、△△個と設定した。２年目以降は、1年目の販促活動の効果及び市場ニーズを見込んで、△△△個（小売店販売▲▲▲個、インターネット販売▲▲▲個）を目標として設定した。

	製品名等
	
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目

	単価：
	数量
	
	
	
	
	

	
	金額
	
	
	
	
	

	単価：
	数量
	
	
	
	
	

	
	金額
	
	
	
	
	

	合計（金額）
	
	
	
	
	


２　②売上原価の算出

　　新事業に係る売上原価の算出根拠について記載してください。（該当しない項目は記載不要）

　

ア）商品・材料費

新商品は、既存商品に使用している原料よりＸＸ円程度増加する。しかしながら、一部を変更し、原価率は全体として１５％の増加に抑えることができる見込みである。
イ）労務費（新事業に係る人数等）

１年目は主として試作品やサンプルの製造となるため、既存商品Ａの生産ラインの人員で対応し、増員は行わない。２年目は生産設備導入が完了して量産体制が整うため、○名増員する（新規採用○名、配置転換○名）。
給料は、１名○○○○千円とし、パートは○○○千円で計算した。
　    法定福利費は、給料の○○％として計算した。
　    福利厚生費は、一人当たり○○千円で計算した。
ウ）外注加工費

新商品の生産量増加が見込まれるため、○○工程は○○会社に委託することにし、外注加工費率を○○％と見込んだ。
エ）減価償却費、リース費用（新規設備投資額、設備ごとの耐用年数、リース期間等）

１年目に設備Ａを○○円で増設し、２年目は検査装置Ｂを導入する見込みである。
　設備Ａ　　  　附属設備　○○○円　耐用年数○年、定率法
　　 　 　   　　　  　機械設備　○○○円　耐用年数○年、定率法
　検査装置Ｂ　　機械設備　○○○円　耐用年数○年、定率法
オ）その他経費

売上高の○○％として計算した。
３　④販売費及び一般管理費の算出

　　新事業に係る販売費・一般管理費の算出根拠について記載してください。

　

ア）役員報酬（人数、事業別の按分方法等）

新事業の実施に際して、役員１名を責任者として割り当てることとしたので、按分計上した。
イ）給与等（給与、賞与、賞与引当金繰入、法定福利費、福利厚生費、退職金、退職給与引当金繰入）

１年目は営業担当者が既存事業との兼務で対応するため、人員増加は見込んでいない。２年目は販路拡大・インターネット販売対応のため、正社員○名、パート社員を○名増員する。
給料は、１名○○○○千円とし、パートは○○○千円で計算した。
　    法定福利費は、給料の○○％として計算した。
　    福利厚生費は、一人当たり○○千円で計算した。

ウ）減価償却費、リース費用（設備投資額、耐用年数、リース期間等）

１年目に営業車を○○円でリースし、２年目はサーバー一式を○○円でリースする見込みで

ある。
　営業車　　  　 ○○○円　リース期間○年
　　   サーバー一式　 ○○○円　リース期間○年
エ）その他経費

１年目は展示会出展費用○○円を、２年目には新たな販売サイトへの支払手数料を○％、３年目には自社ホームページ刷新にともなう費用を○○円計上した。
４　⑧給与支給総額
　　経営革新の実施により増加する給与支給総額の根拠を記載してください。
新規事業で得た売上から前年比○％増加させる。
５　⑮資金調達額の算出

　　経営革新を実施するために必要な設備投資額及び運転資金の算出の考え方、また借入を予定している場合は金融機関との相談状況等を記載してください。

運転資金は、主として材料費及び販促費に係る経費である。
　     １年目：材料費、販促費（チラシ、展示会関連費用等）
　     ２年目：材料費、給料等、ホームページ等販促費
運転資金は、主要な取引先金融機関である○○へ相談し、直近半期の決算や取引先からの受注状況等を説明した結果、借入ができる見込みである。
設備投資○○円は、○○及び△△の担当者へ相談しているところである。

（別表４）

参加特定事業者名　株式会社A社　　　　　　

設備投資計画（経営革新計画に係るもの）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　円）

	
	機械装置名称　　（導入年度）
	単　　　価
	数　量
	合　計　金　額

	１
	印刷機（令和3年度）
	160,000,000
	1
	160,000,000

	２
	○○商品用天糊機（令和4年度）
	15,000,000
	1
	15,000,000

	３
	○○商品用裁断機（令和4年度）
	10,000,000
	1
	10,000,000

	４
	○○商品専用自動裁断機（令和5年度）
	40,000,000
	1
	40,000,000

	５
	
	
	
	

	６
	
	
	
	

	７
	
	
	
	

	８
	
	
	
	

	９
	
	
	
	

	10
	
	
	
	


運転資金計画（経営革新計画に係るもの）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　円）
	年　　度
	金　　額

	令和3年度
	8,000,000円

	令和4年度
	9,000,000円

	令和5年度
	16,000,000円

	
	

	
	


（別表５）

組合等が研究開発等事業に係る試験研究費に充てるためその構成員に対して賦課しようとする負担金の賦課の基準

（単位　千円）

	試験研究の名称
	年度
	賦課基準
	負担金の合計

及びその積算根拠
	構成員別の賦課金額

及びその積算根拠

	１○○商品
研究開発
	×年度
	生産数量
	○○○，○○○円
（○○○千円×○○台）
	△△△，△△△円
（△△△円×△△社･･･）

	２
	
	
	
	

	３
	
	
	
	

	４
	
	
	
	

	５
	
	
	
	


（別表６）

関係機関への連絡希望について

　計画が承認された場合に、当該承認を受けた計画の内容について下記関係機関に送付することを希望する場合には、当該箇所に○を記入して下さい。

	承認書類の送付を希望する機関名
	送付の希望

の有・無

	中小企業投資育成株式会社
	 eq \o\ac(○,有)　・　無

	山梨県信用保証協会
	 eq \o\ac(○,有)　・　無

	公益財団法人やまなし産業支援機構（都道府県設備貸与機関）
	 eq \o\ac(○,有)　・　無

	株式会社日本政策金融公庫

	
	甲府支店　中小企業事業
	 eq \o\ac(○,有)　・　無

	
	甲府支店　国民生活事業
	 eq \o\ac(○,有)　・　無


　　

※　それぞれの支援施策を保証するものではありません。


（別表７）
中小企業経営革新事例集の作成に関するお願い
　「経営革新計画」が承認された場合、記載内容を事例集等により公表してよろしいでしょうか。以下の該当する項目に○印をして下さい。
	①　企業名                             　（　　　 eq \o\ac(○,可)　　　・　　　　否　　　）

	 　②　代表者名                           　（　　　 eq \o\ac(○,可)　　　・　　　　否　　　）

	 　③　資本金    　　　　                 　（　　　 eq \o\ac(○,可)　　　・　　　　否　　　）

	 　④　従業員数 　　　　                 　 （　　　 eq \o\ac(○,可)　　　・　　　　否　　　）

	 　⑤　所在地           　　　　     　　   （　　　 eq \o\ac(○,可)　　　・　　　　否　　　）

	 　⑥　電話番号 　　　　　                  （　　　 eq \o\ac(○,可)　　　・　　　　否　　　）

	 　⑦　経営革新計画の概要  　　　　　       （　　　 eq \o\ac(○,可)　　　・　　　　否　　　）


（別表８）
誓　　　　約　　　　書

私は、下記の事項について誓約します。

なお、県が必要な場合には、山梨県警察本部に照会することについて承諾します。

また、照会で確認された情報は、今後、私が県と行う他の契約等における身分確認に利用することに同意します。

記

１　自己又は自社の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。

（１） 暴力団 （暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

（２） 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

（３） 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している者

（４） 暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直接的若しくは積極的に暴力団の維持・運営に協力し、又は関与している者

（５） 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者

（６） 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が上記（１）から（５）までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結している者

２　１の（２）から（６）に掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は個人ではありません。

令和○○年××月△△日

山梨県知事　殿

　　　　　　　　　　　　〔 法人、団体にあっては事務所所在地 〕
住　　所　甲府市丸の内１丁目６－１　　　　　　　　　　        　　

　　　　　　 　　　　　 〔 法人、団体にあっては法人・団体名、代表者名 〕
（ふりがな） 

氏　　名　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps8 \o\ad(\s\up 11(かぶしき),株式)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps8 \o\ad(\s\up 11(がいしゃ),会社)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps8 \o\ad(\s\up 11(Ａしゃ),Ａ社)　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps8 \o\ad(\s\up 11(だいひょう),代表)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps8 \o\ad(\s\up 11(とりしまりやく),取締役)　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps8 \o\ad(\s\up 11(やまなし),山梨)　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps8 \o\ad(\s\up 11(たろう),太郎)　　　　       　㊞ 

生年月日　（明治・大正・昭和・平成）●●年▽▽月▲▲日

記　載　例





計画終了時の目標伸び率の計算方法





○　別表３を基に次の算式で計算してください（小数点以下第２位を四捨五入）。


伸び率（％）＝（Ｂ－Ａ）÷｜Ａ｜×１００　


（Ａは申請直近期末値、Ｂは計画終了年度末値、｜Ａ｜は、Ａの絶対値を示します。）





・　記載例における付加価値額の計算


(799,000－623,824)÷623,824×100＝28.08…　→28.1％








各項目について次を参考にご記入ください。


番    号　１、２、１－１、１－２、１－１－１、１－１－２というように実施項目を関連付けてご記入ください。


実施項目　実施内容を具体的にご記入ください。


評価基準　できるだけ定量化した基準を設定してください。


評価頻度　自社で計画の進捗状況を評価する頻度または時期を毎日、毎週、毎月、隔月、半年、１年、半年後、１年後などとご記入ください。


実施時期　実施項目を開始する時期を４半期単位でご記入ください。例えば、１－１は初年の最初の四半期に開始、３－４は３年目の第４四半期に開始することを表します。


実績については、申請段階でご記入いただく必要はありません。





この表は組合以外の方は記入不要です。





各支援機関の支援措置をご検討の上、支援を希望する機関に○印を付けてください。








1

